富士宮市介護職員初任者研修費補助制度　Q＆A

＜研修一般＞

Ｑ　介護職員初任者研修を受講するにはどうすればいいか。

Ａ　県の指定を受けた研修事業所で受講できますので、研修事業所に直接お申込みください。
　　なお、指定事業者及び研修一覧は、静岡県介護保険課のホームページで確認できます。

＜補助対象＞

Q　通信講座でも可能か。

A　県の指定を受けた研修事業所が実施する講座であれば、可能です。

Q　研修を修了した時点では、富士宮市民であったが、その後、申請をする時点では市外に転出してしまった場合、補助対象となるのか。

A　申請時において富士宮市内に居住し、住民登録されていることが要件であるため、補助対象外となります。
Q　現在市外に在住しているが、補助要件を満たす状態で富士宮市に転入した場合、対象者として申請できるか。

A　申請時において富士宮市内に居住し、住民登録されていることが要件であるため、申請可能です。ただし、補助金の受給を目的として一時的に住民登録を移すなどの悪意のある申請は認められません。
Q　高校生や大学生などは補助対象となるか。

A　対象となります。ただし、学校での授業による講座受講は対象外となります。

　　なお、申請者が未成年者の場合、保護者等の同意書が必要となります。

　　また、申請期間は、研修修了後１年以内の間で、市内の介護事業所で３か月以上雇用が継続された時点からとなるため、研修を受講するタイミングにご注意ください。
Ｑ　研修受講前から介護事業所で雇用されている人も、研修修了後に新たに雇用される人も補助対象となるのか。

Ａ　研修前後の雇用状況にかかわらず補助対象となりますが、雇用期間の起算は、研修修了日以後となります。

Q　最初に雇用された事業所を３か月未満で退職してしまったが、次の事業所で３か月以上雇用が継続されている場合、補助対象となるか。
Ａ　補助対象となります。ただし、申請期間は研修修了後１年以内の間であるため、ご注意ください。
Ｑ　雇用後３か月以内に同じ法人の別の事業所に異動になった場合は補助対象となるのか。
Ａ　原則として、市内の同一介護事業所に３か月以上継続して雇用されていることが補助対象となります。
よって、個々のケースで判断させていただきますので、ご相談ください。
Ｑ　産休や育休等取得中の場合は補助対象となるのか。

Ａ　補助対象要件を満たしていれば対象となります。
Ｑ　補助要件の雇用先となる「介護事業所」とは。
Ａ　介護保険法に規定する「介護保険サービス事業所」及び「介護予防サービス事業所」のうち、次に掲げるサービスを提供する事業所が補助対象です。
	・訪問介護

・通所介護

・（介護予防）短期入所生活介護

・（介護予防）特定施設入居者生活介護

・夜間対応型訪問介護

・（介護予防）認知症対応型通所介護

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
・介護老人福祉施設
・介護医療院
・介護予防通所介護相当サービス
	・（介護予防）訪問入浴介護

・（介護予防）通所リハビリテーション

・（介護予防）短期入所療養介護

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・地域密着型通所介護
・（介護予防）小規模多機能型居宅介護

・地域密着型特定施設入居者生活介護

・看護小規模多機能型居宅介護

・介護老人保健施設
・介護予防訪問介護相当サービス


Ｑ　介護職員とは。
Ａ　上記の介護事業所において、利用者に対し直接介護サービスを行う介護職の職員を指します。
Ｑ　派遣社員として介護事業所に勤務している場合は補助対象となるか。
Ａ　派遣社員は補助対象外となります。
　　継続的に介護職員として従事していただく趣旨から、介護事業所の運営法人から直接雇用されている人のみを対象としています。
Ｑ　非常勤の介護職員として雇用されているが、補助対象となるか。

Ａ　常勤・非常勤を問わず、補助対象要件を満たしていれば対象となります。

Ｑ　介護事業所に３か月以上雇用されていることをどのように証明するのか。また、雇用開始日とはどの時点を指すのか。

Ａ　雇用されている介護事業所に雇用証明書（第２号様式）を発行してもらってください。

　　雇用開始日は、事業所の運営法人との雇用契約日としてください。ただし、契約日から勤務開始日まで日数が空く場合は、ご相談ください。
Ｑ　研修修了日とはどの時点を指すのか。

Ａ　研修機関が発行する修了証明書に記載の日を研修修了日とします。
＜対象経費＞
Q　補助対象となる経費は。

A　受講料及び教材費です。

Q　通学に要する交通費は補助対象ですか。

A　対象外です。

Q　受講料を分割で払う場合に生じる手数料は補助対象か。

A　対象外です。

Q　介護職員初任者研修の修了試験に合格できなかったため、再試験等の追加費用を負担した場合、追加費用は補助対象となるのか。

A　修了試験に合格した方との公平を図るため、再試験等の追加費用については、対象外とします。

＜申請関係＞
Q　定員を超える申請があった場合はどうなるのか。

A　先着順で申請を受け付け、予算の範囲内での対応となります。

Ｑ　申請は、「研修修了後１年以内に、補助対象要件を満たした時点」とあるが、研修受講前や研修修了後に申請書等の書類は提出しなくてもよいのか。

Ａ　はい。申請は「研修修了後１年以内に、補助対象要件を満たした時点」の１回のみで結構です。
なお、補助金交付決定後、補助金の交付（口座振込）を行うため、請求書を提出していただきます。

Q　DV被害者で、現在の住所を証明できないが申請可能か。

A　個々のケースで判断させていただきますので、ご相談ください。

Q　代理申請は可能か。

A　原則、本人申請とします。
　　代理で申請しなければならない特段の事情がある場合は、ご相談ください。
Q　申請書類の提出は郵送でよいか。
A　申請内容について本人からの聞き取り、確認を行いたいので、市役所窓口に直接お持ちください。

＜支払い・領収関係＞
Q　受講費用を銀行振込やコンビニなどで支払ったため、振込明細や振込受領書などしかない場合でも請求は可能か。

A　研修事業所が発行する領収書が必要です。なお、領収書は、介護職員初任者研修の費用であることが確認できるものとしてください。

Q　受講費用をクレジットカード払いにしたため、領収書がない場合はどうするのか。
A　上記同様、領収書が必要です。
　　

Q　受講費用を分割払いとした結果、補助対象要件を満たした時点においても受講費用が完納されていない場合、どの時点で申請すればよいか。
A　受講費用を完納し、領収書が添付できる時点で申請してください。
Q　領収書を紛失してしまった場合はどうすればよいか。
A　研修事業所に、再発行が出来るかご相談してください。
　　再発行が出来ず、領収書の確認ができない場合、申請を受付することができないため、ご了承ください。
